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2011年東北地方太平洋沖地震では宮城県大崎市古川地区において地震動による家屋被害が局所的に発生
した．被害地域を供給区域とする古川ガスではガスの供給停止を判断することを目的とした地震観測が行
われており，本震の地震動が記録されているがその前半主要動部分が欠測しているため，本研究では，同古
川地区に設置されている他機関の本震記録，余震記録，および記録されていた SI値，最大加速度値を利用
して欠測した前半部分の地震動を推定した．推定した古川ガスの地震動を応答スペクトルで比較すると，
短周期側で他機関で観測された地震動より小さな応答を示し，0. 5秒より長い周期ではほぼ似た傾向を示
した．

Key Words: Tohoku-oki earthquake, Furukawa, ground motion, time-frequency representation, Wavelet

1. はじめに

2011年東北地方太平洋沖地震では，津波による被
害が東北から関東地方にかけての沿岸部で発生して
いる一方，地震動による被害は全体として顕著では
なかったが，内陸地域では局所的に被害が発生して
いる．宮城県大崎市の古川地区も地震動により家屋
の被害，液状化の被害が発生した地域である．古川
地区に設置されている防災科学技術研究所 K-NET
古川観測点と気象庁大崎市古川観測点とで観測され
た本震の地震動は，1995年兵庫県南部地震の JMA

神戸波や JR 鷹取波に相当するレベルの地震動で
あったことが報告されている1）, 2）．
古川ガスは上記古川地区に都市ガスを供給してい
る事業者であるが，今回の地震で供給管などにほと
んど被害が発生していない．このことは，耐震性の
高い供給管（PE管）の普及に務めていた3）ことによ
ると予想されるが，その詳細なメカニズムを議論す
ることは今後のライフライン地震対策に向けて重要
な知見となると思われる．このため，まずは古川地
域の地震動がどのようであったかを把握することは
重要であると考える．

古川ガスでは地震発生時の供給停止を判断するた
めに地震観測が行われている．本地震でも揺れを感
知して SI値，最大加速度値が表示されたものの，残
念ながら記録されている波形は本震の地震動の一部
であった．そこで，本研究では記録されていた本震
の波形の一部や周辺の本震記録，余震記録，および
本震時の SI値，最大加速度値を基に，古川ガスの本
震記録を時間周波数解析を利用して推定する．

2. 古川ガスの観測記録

古 川 地 区 に は K-NET 古 川 観 測 点（K-NET
MYG006）と気象庁観測点（JMAFurukawa）とが設置
されており，両地震計で観測された地震動の震度が
大崎市古川の震度として気象庁から発表される．両
観測点では本震の記録が得られ，既に公開されてい
る．K-NET および気象庁の記録の最大加速度はそ
れぞれ 566cm/ s

2，551cm/ s
2，また SI 値はそれぞれ

101cm/ s，65cm/ sである．図-1にこれらの地震観測
点と古川ガスの地震観測点の位置関係を示す．
K-NET観測点と気象庁観測点とは互いに 1km程度
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離れて位置しており，古川ガス観測点は K-NET観
測点の北西に位置する．K-NET 観測点からの距離
は 1km程度である．
地震計は事務所の建屋内の床面に設置されてい
る．事務所は杭基礎建物であるが，本震によってそ
の周辺地盤は事務所と比較して数十 cm沈下したと
いうことである．このため，本震時に周辺地盤は非
線形挙動したことが推察される．
古川ガスの地震計は（株）山武製の SES60であり，

120秒間の波形が上位から 10波のみ地震計内部のメ
モリに記憶される仕様である．このうち，本震に相
当すると考えられる記録はトリガ時刻 14時 48分 14

秒の記録と考えられ，その 30秒前から 90秒後まで
の 120秒間の記録が残されている．ただし，時刻精
度は保証されていないため，他観測点の波形と直接
比較するために利用できる時刻ではない．そこで，
K-NETの加速度波形と古川ガスの波形とで相互相
関関数を計算し，そのピーク値を与えるタイムラグ
を K-NETの記録開始時刻を基準とした古川ガスの
記録の時間遅れと仮定した．得られた時間差は
131. 23秒である．
図-2は古川ガスで記録された波形を推定した時間
差分ずらして K-NETおよび気象庁の加速度波形と
比較したものである．宮城県以北の観測記録に見ら
れる 2つの顕著な波群1）が K-NET，および気象庁の
記録の両者に見られるのに対し，古川ガスの記録に
は認められない．実際，地震計に接続された表示器
には，SI値 66cm/ s，最大加速度 322cm/ s

2が表示され
たということであるが，残されている波形記録から
計算される SI値，最大加速度値はこれに満たない．
すなわち，振幅の大きな 2つの波群を含む主要動部
分の波形は何らかの理由により地震計のメモリに
残っていないと考えられる．また，他の波形と比較
してその振幅は同程度であるものの，最大加速度の
違いに表れているように古川ガスの波形はやや短周
期成分が少ないように思われる．前述したように，

地盤が非線形化したことによる影響も考えられる．

3. 初期波形の設定

（1）時間周波数域での領域分割
古川ガスの本震記録を推定するため，得られてい

る情報を最大限活用しなければならない．利用でき
る情報は，古川ガスの地震計に残されていた本震の
131. 23秒以後の波形，その他の 9波形，および古川
地区の K-NET，気象庁観測点の記録である．そこ
で，古川ガスの本震波形を時間周波数で表現し，そ
れぞれの領域を適切な方法で構成することを考える
（図-3）．本震記録が残されている時刻（tc 秒）以後
とそれ以前とを分割し，実記録が利用できる領域を
area Cとする．また，長周期成分ほど空間的な相関
が高いという性質4）や長周期成分ほど波長が長いた
め微細な地盤構造の影響を受けない性質を踏まえ
て，長周期成分（低周波数成分）は K-NETの観測記
録と等しいと考えて，そのまま適用する．この領域
を area Bとする．残る領域を area Aとし，この領域
の振幅を求めることで波形を再構成し，推定波形と

図-1 古川ガス地震観測点と K-NET古川観測点，気象庁
観測点の位置関係．

図-2 古川ガスで観測された本震波形記録（FurukwaGas）
と K-NET古川（K-NET MYG006），気象庁大崎市
古川（JMAFurulawa）の加速度記録との比較（下図
は後半部分の拡大図）．
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する．
本研究では波形の時間周波数解析にWavelet変換
を用いる例えば5）, 6）, 7）．Daubechies の Wavelet

8）を選
択した場合，正規直交Waveletであるため波形 f（t）
のWavelet変換，Wavelet展開を次式のように表現す
ることが出来る．

F=f t ψt dt （1）

f t =∑


∑


Fψt  （2）

ここに，ψt は次式のように構成される．

ψt =2 ψ2 t−k （3）

jは周波数を制御するスケールに相当する整数で，
kは時間シフトに相当する整数である．なお，ここ
では Daubechiesの D20 Waveletを使用する．
図-3の概念図では時間と周波数を軸にとって概念
的に示したが，Wavelet係数を振幅値とし，時間と周
波数を kと jの関数として表すこともできる．ただ
し，不確定性原理によって低周波数域では時間解像
度が悪く，高周波数域では周波数解像度が悪くなる．
このため，時刻 0を基準にWavelet変換を行った場
合，スケール jでシフト kに対応する時間周波数領
域が時刻 tcを跨ぐ可能性があり，図-3のように厳密
に時刻 tcで area Cと area A，area Bを分割すること
ができない．本研究では，以下のように領域分割を
した．

k<2 tT in area A or B

k≥2 tT in area C
（4）

ここに，Tは解析に利用する時間区間（327. 68秒），
tcは古川ガス観測記録の記録開始時間であり，前節
で推定した 131. 23秒を代入する．

（2）area C

area Cは古川ガス観測点で実記録が与えられてい
る領域である．このため，記録の 131. 23秒以前の部
分に 0を挿入した波形をWavelet変換し，式（4）の
区分に従って area C に該当すると判断された
Wavelet係数を保持する．

（3）area B

area Bは K-NET記録の長周期成分を直接利用す
る領域であるが，どの周波数から適用してよいか判
断する必要がある．図-1に示すように K-NET観測
点から見て気象庁観測点と古川ガス観測点はほぼ等
距離にあるとみなせるため，K-NETと気象庁の周波
数特性を比較して，違いが顕著でないと考えられる
周波数帯域を適用すればよいと考えられる．
K-NET記録と気象庁記録をそれぞれWavelet変換

し，スケール毎に再合成した波形のフーリエ振幅を
比較する．図-4は EW成分および NS成分について
スケール j=8, 9と j=6, 7のフーリエ振幅を比較した
ものである．なお，スケールの小さな方が低周波数
側に対応し，スケールの大きな方が高周波数側に相
当する．j=6, 7では両記録に顕著な違いが見られな
いが，j=8, 9では 0. 2Hzほどから高周波数側にかけ
て違いが認められる．定量的に議論することは難し
いが，本研究ではスケール j=7 以下のスケールは
area Bに属すると評価して，K-NET記録の j=7以下
の Wavelet係数を古川ガスの Wavelet係数に直接適
用した．

（4） area A の初期値
area Aは実記録が得られてない上に，K-NETや気

象庁の記録を直接利用することもできない．そこ
で，K-NETと古川ガスで同時に記録されている余震
の観測記録から K-NETに対する古川ガスの周波数

図-3 時間周波数域での領域分割の概念図．
図-4 スケール毎に合成した波形の K-NET 記録と気象

庁記録の比較（上：EW成分，下：NS成分）．
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伝達関数を推定し，その結果を用いて area Aの初期
値を構成する．その後，SI値と最大加速度値を再現
する波形になるようにWavelet係数を修正する手順
をとる．ここでは，まず初期値の設定方法について
説明する．
古川ガスの地震計に本震の他に記録されていた波
形は 3月 9日の前震と余震 8波形とを併せた 9波形
である．ただし，4月 7日の余震の波形は欠測して
いた．このうち，K-NET古川観測点の記録として公
開されている波形と対応させることができるもの
は，3月 9日 11時 45分，3月 11日 16時 29分，20

時 36分，3月 24日 17時 20分，4月 11日 17時 16

分，8月 19日 14時 36分の計 6波形である（表-1）．
これらの波形をそれぞれWavelet変換し，Wavelet係
数でスケール j=8以上の成分のみ抽出して高周波数
域の波形を合成する．この波形をフーリエ変換して
比を取ることで，K-NETに対する古川ガスのスペク
トル比を求めた．図-5は余震毎に計算した K-NET
に対する古川ガスのスペクトル比である．また，そ
の平均値を赤線で併せて示している．0. 8Hz付近に
スペクトル比のピークが認められる．ただし，この
スペクトル比は余震から計算されているため，本震
と比較して小さな振幅レベルの波形から求められた
ものである．すなわち，本震時に想定されるレベル
の地盤の非線形化の影響は含まれていないことに注
意が必要である．
計算されたスペクトル比は振幅情報に加えて位相
情報も含んでいるが，平均化することによって必ず
しも因果性は満足されない．そのため，周波数域で
表現した K-NETの本震記録に対して平均化したス
ペクトル比を乗じて波形を計算すると，因果性の乱
れた波形となる．一方，Wavelet係数は時間と周波数
の情報を保持しているため，特定のWavelet係数の
値を変化させても，対応する時間域以外の因果性を
崩すことはない．そこで，スペクトル比に応じてス
ケール毎に Wavelet 係数に乗じる係数を定め，
K-NETの本震記録のWavelet係数を補正して古川ガ
スの本震記録の予測値とする方法をとる．
スペクトル比をS ω，スケール jのWaveletのフー
リエ変換をψωとした時に，補正係数Sを以下で定

める．

S=
S ωψωdω

ψωdω
（5）

この補正係数を K-NET の本震記録の Wavelet 係
数に乗じて古川ガスのWavelet係数とする．図-6は
余震記録から得られたスペクトル比（図-5）と，式
（5）の補正係数を用いて補正したWavelet係数から
構成した波形と元の波形とのスペクトル比をとった
ものとの比較を示している．ただし，スケール j=13
以上は 10Hz以上の高周波数に相当するため不確定
性が強いと判断し，以後の波形合成に使用せず，area
Aではスケール j=8-12のWavelet係数のみを設定す
る．なお，図-6にはスケール毎に補正した場合の周
波数特性も併せて示している．本補正の結果，細か
なスペクトル比の山谷を再現することはできていな
いものの，0. 8Hz付近の山と 1Hzより高周波数側の
減少していく傾向は概ね再現できていると考えられ
る．
上記の補正を行ったWavelet係数を area Aの初期

値として，area B，および area CのWavelet係数と併

表-1 解析に使用した余震の諸元．

図-5 余震毎に計算した K-NET 古川と古川ガスの記録
のスペクトル比（灰色線）とその平均値（赤線）（上：
EW成分，下：NS成分）．ただし，スケール j=8以
上の成分のみを使用している．
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せて波形を構成したものを K-NETの波形と比較し
て図-7に示す．K-NETの波形と同様に 2つの明瞭
な波群が認められること，131. 23秒以後は観測され
た記録に整合した波形となっていることが確認でき
る．しかしながら，この波形の SI値，および最大加
速度値を計算するとそれぞれ 163cm/ s，735cm/ s

2と
なり，実観測値である 66cm/ s，322cm/ s

2に対して過
大である．そこで，area Aの Wavelet係数を修正し
て SI値と最大加速度値に整合する波形を推定する．

4. 本震波形の推定

area Bと area Cに属するWavelet係数は確定値で
あると仮定し，area AのWavelet係数のみを修正し
て観測された SI値と最大加速度値に整合するよう
な波形を構成する．ただし，area Aの Wavelet係数
の拘束条件が SI値と最大加速度のみであると拘束
条件が不足して波形が収束しないため，前章で求め
た初期波形から大きく変化しないという条件を課
す．
具体的には，水平 2 成分と上下成分それぞれの

areaAのWavelet係数をまとめて推定変数 xとし，次
の評価関数 Jを最小化する最適化問題を考える．

J =
SI−SI +PGA−PGA+wL

SI
+PGA

 min （6）

ここに，添字 oは観測された値を表す．L2は初期
の加速度波形と xにより構成された加速度波形との
差の L2ノルムを表す．wは重み係数であり，徐々に
値を小さくしながら結果を確認して，適切な値を判
断した．ここでは 1/ 3Tの場合の結果を示す．最適
解は遺伝的アルゴリズム（GA）によって探索する．

世代数 1000，個体数 200，交叉確率 75%，突然変異確
率 0. 5%，ビット長 8ビットとした SGAとする．乱
数を変えて独立した計算を 5回実行した．
なお，SI値と最大加速度値の計算は地震計内部の

処理に準拠する．最大加速度値は 3成分ベクトル合
成の最大値とする．SI値は，水平面内に 22. 5°ずつ
等間隔で設定した 8 方位毎に水平動成分を抜き出
し，それぞれの成分を 1次元の入力地震動とみなし
て減衰定数 20%の速度応答スペクトルを計算する．
方位毎に Housner の定義式9）に従って SI 値を算出
し，その最大値を SI値とする．ただし，ここでの SI

値の定義は 0. 1-2. 5秒の速度応答スペクトルの積分
値を 2. 4で除した値，すなわち平均値とする．
図-8に推定した 5波形を成分毎に K-NETの加速

度波形と比較して示す．また，図-9に計算された SI

値と最大加速度（PGA）値を K-NETと気象庁の記録
と比較して示す．それぞれの波形は観測された SI

値と最大加速度にほぼ一致し，かつ記録された後半
部分の波形と整合している．また，波形には明瞭な
2つの波群も確認できる．ただし，水平 2成分と比
較して上下動成分はそれぞれの波形に見られる細か
なフェーズが互いに異なっている．これは，水平 2

成分が SI値と最大加速度値の両者で拘束されてい
るのに対し，上下動は最大加速度値のみで拘束され
ているため条件が少ないことに起因すると考えられ
る．ここに挙げる 5波形は観測値と矛盾しないこと
からいずれの波形も棄却することができない．従っ
て，可能性として考えられるいずれの波形も推定結
果として呈示することが望ましいと考える．
図-10は推定した 5波形から計算した水平成分の

加速度応答スペクトル（減衰定数 5%）と速度応答ス
ペクトル（減衰定数 5%）を K-NETと気象庁と比較
したものである．推定した 5波形は概ね同じ応答ス
ペクトルを示していることが認められる．古川ガス

図-6 余震から直接計算したスペクトル比（赤線）と
Wavelet 係数を補正して得られる記録のスペクト
ル比（青線）の比較．

図-7 古川ガス本震記録の初期波形と K-NET 古川の記
録の比較．
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の加速度応答スペクトルは 0. 2秒より短周期側で他

記録と比較して小さい．これは最大加速度値が他記
録と比較して小さいことを反映しているためであ
る．また，0. 5秒より長い周期帯では K-NETと気象
庁の応答の小さい側の成分と概ね似た傾向を示し，
特に 2秒より長い周期帯ではいずれの記録の応答も
ほぼ同じ値を示している．このように 0. 5秒以上の
周期で応答スペクトルが K-NETと似た傾向を示す
ことは，古川ガスの地震動の実際の特徴であるのか，
部分的ではあるにしても K-NETの波形を基にして
推定されたことによるものかは判別することは難し
い．しかし，余震から推定された地盤線形時の古川
ガスと K-NETとのスペクトル比（図-5，図-6）は両
観測点の振動特性が必ずしも同じではないことを示
唆しており，古川ガスの初期波形はこのスペクトル
比に準じているにも関わらず，SI値の拘束条件を加
えると結果的に似た応答スペクトルとなることは指
摘できるのではないかと考える．

5. 手法の妥当性の検証

以上，本震波形について推定手法とその結果を示
したが，結果の妥当性は実観測記録を用いて議論す
ることはできない．そこで，観測されている余震記
録から 1つ選択し，これを仮想的に未知の記録であ
るとして同様の手法で波形を推定して検証する．
対象とする余震は，本震後の一連の余震からやや

時間の経過した 8月 19日の余震とする．この余震
は古川ガス，K-NETともに記録が得られており，古
川ガスの記録から計算される SI値は 10. 0cm/ s，最
大加速度値は 53cm/ s

2である．古川ガスで得られて
いる記録 120秒のうち，前から 80秒が欠測している
と仮定して，本手法を適用して波形の再現を試みる．
なお，areaAの初期波形を作成する際に使用する余
震は，8月 19日の余震を除いた 5波形とした．
図-11に最適化問題の解として得られた 5波形を

図-8 推定された古川ガス本震波形の EW成分（上），NS

成分（中），UD成分（下）．

図-9 推定した古川ガス本震記録 5波形と K-NET古川，
気象庁古川記録の SI値，最大加速度（PGA）値．

図-10 推定した古川ガス本震記録 5 波形と K-NET 古
川，気象庁古川記録の応答スペクトルの比較（上：
加速度応答スペクトル，下：速度応答スペクトル，
水平 2成分，減衰定数 5%）．
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成分毎に古川ガスの再現対象の記録，K-NETの記録
と併せて示す．波形 No. 3の NS成分のように再現
対象の記録より大きな振幅が見られ部分もあるが，5
波形に共通する主要動成分の包絡形状を見ると再現
対象の記録に似た傾向である．また K-NETに比べ
て古川ガスの方が周期の長い成分が認められるが，
その傾向が再現できていることが確認できる．しか
し，上下成分や，振幅レベルの小さい時間域におけ
る波形の様相に差が見られる．図-12は推定した 5

波形から計算した加速度応答スペクトル（減衰定数
5%）と速度応答スペクトル（減衰定数 5%）を古川ガ
ス，K-NETと比較して示す．再現対象の古川ガスの
記録には 1 秒付近に明瞭なピークが見られるが，

K-NET には見られない．本手法で復元した波形は
K-NETの記録よりも古川ガスの記録に似たスペク
トル形状を示し，特に 1秒付近のピークを復元でき
ていることが特徴である．
従って，本手法で復元される波形は，主要動成分

の包絡形状は概ね再現できていると考えられるが，
振幅レベルの小さい部分は正しくない可能性が考え
られる．しかし，復元波形の加速度応答スペクトル
は K-NETと比べると再現対象の応答スペクトルに
似た特徴を有している．

6. まとめ

本研究では東北地方太平洋沖地震で本震記録の前
半部分が欠測した古川ガスの観測波形を復元するた
め，Waveletによる時間周波数解析を用いて本震全体
の波形の推定を試みた．欠測した時間領域の長周期
側は K-NET古川の観測記録の長周期成分を直接利
用した．短周期側は K-NETと古川ガスで同時に観
測されている余震のスペクトル比に準ずるように
Wavelet係数を定めて初期値とし，記録に残されてい
た実際の SI値と最大加速度値を再現するように推
定を行った．推定された 5波形は欠測していた部分
に 2つの明瞭な波群が認められ，水平成分について
は概ね似たフェーズを示すものの，上下動成分には
ばらつきが残る結果となった．応答スペクトルで
K-NET古川と気象庁古川と比較すると，いずれの波
形も短周期側で小さめの応答，0. 5秒より長い周期
では概ね似た応答を示した．
なお，本研究では areaAの初期波形を作成する際

に areaCの実記録の情報を使用しなかった．余震の
記録と比較して本震が非線形性の影響を受けている
のであれば，areaCの情報を積極的に areaAの初期波
形を計算するときに活用することで，より適切な情
報を加えることができる可能性がある．これは今後

図-11 推定された古川ガス余震波形の EW 成分（上），
NS成分（中），UD成分（下）．

図-12 推定した古川ガス 5波形と再現対象の古川ガス記
録，K-NET古川の応答スペクトルの比較（上：加
速度応答スペクトル，下：速度応答スペクトル，
水平 2成分，減衰定数 5%）．
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の課題であると考えている．
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ESTIMATION OF GROUND MOTION AT FURUKAWA GAS DURING 2011 OFF

THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE

Hiroyuki GOTO, Hitoshi MORIKAWA and Yasuko KUWATA

During 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, strong ground motion caused serious damage to

residences at Furukawa area inMiyagi Prefecture, north eastern part of Japan. FurukawaGas supplies city gas

in the damaged area, whereas no major damages were reported. Furukawa Gas manages a seismometer to

monitor seismic intensity (SI), and the seismometor recorded the ground motion. However, only the later

ground motion is available, and the main parts were missed. In this study, we estimate the main parts of the

ground motion from the surrounding other ground motion records, aftershock records, and observed SI and

PGA values by applying a time-frequency analysis.

（2011.12.6 受付，2012.2.7 修正，2012.3.6 受理）
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